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水資源の現状水資源の現状
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水資源開発施設の整備が進み、水需要の急増に供給が追いつかない時代はほぼ終焉
需要量が横ばいもしくは減少し、需給ギャップは縮小
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水資源政策の課題①水資源政策の課題①

施設の老朽化進行等による事故時ﾘｽｸ、施設の老朽化進行等による事故時ﾘｽｸ、
大規模地震発生の可能性高まりによる大規模地震発生の可能性高まりによる
災害ﾘｽｸ災害ﾘｽｸ の増大の増大
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施設建設後の年数が経過し、老朽化が進行
事故発生の潜在的なリスクが増大

水供給施設の延長

経過年数別における漏水事故発生回数

水資源機構施設

課題課題（老朽化による事故リスク）（老朽化による事故リスク）

（注） 厚生労働省「水道統計」を基に水資源部作成
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約４５ｍにわたって岩盤が崩れた現場＝県公営企業部提供

プラスチックのタンクを持って給水車に水を取りに来る住民
たち＝江田島市江田島町の鷲部公民館で

（水道の事例）
・06年08月25日、広島県営水道送水トンネル内で岩盤崩落が発生
・翌日以降、２市（呉市・江田島市）の一部地域で断水が発生
・26日昼：約2万6千世帯、27日は約3万2千世帯に拡大
・呉市 ： 9月1日午後に24時間給水を全面再開
・江田島市 ： 9月6日に24時間給水を全面再開

（出典）広島県公営企業部／事業概要

課題課題（事故時のリスク）（事故時のリスク）

（L=約1km、φ30cm、約6,000t/日）
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（写真）阪神・淡路大震災の状況；近畿地方整備局HP

大規模地震発生時のリスクが増大

課題課題（震災時のリスク）（震災時のリスク）

府県名 断水戸数

兵庫県 1,265,300

大阪府 18,009

香川県 1,602

徳島県 457

滋賀県 82

福井県 32

鳥取県 32

京都府 17

合計 1,285,531

（注） 阪神・淡路大震災における断水戸数；厚生労働省資料

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

給水車

井戸

知人に分けてもらった

店に買いに行った

その他

（注） 1. （社）空気調和・衛生工学会近畿支部他
「阪神大震災による設備システム関連の被害実態と評価」
2. 集合住宅居住者へのアンケート調査による



水資源政策の課題②水資源政策の課題②

安全でおいしい水への要請安全でおいしい水への要請
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「安心して飲める水」へのニーズが高い

課題課題（（安全でおいしい水安全でおいしい水））

（出典） 内閣府「水に関する世論調査」

安心 して水が飲める暮ら し

いつでも水が豊富に使える暮らし

おい しい水が飲める暮らし

身近に潤いとやすらぎを与えてく
れる水辺がある暮らし

洪水の心配のない安全な暮らし

ウォータースポーツや魚釣りなどの水
辺レクリエーションが楽しめる暮らし

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

0 20 40 60 80 （％）

平成6年調査

平成13年調査

（複数回答）
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【水質問題と物質】

水
質
事
故
原
因
物
質

（
急
性
毒
性
物
質
）

金属
カドミウム、水銀、

六価クロム、鉛、ひ素 等

毒物
フェノール類、

シアン、臭素酸 等

農薬
チラウム、シマジン 等

病原微生物
大腸菌（一部）
耐塩素性病原生物
（クリプト、ジアルジア）

消毒副生成物
トリハロメタン、ハロ酢酸

界面活性剤
陰イオン界面活性剤
非イオン界面活性剤

異臭味
ジェオスミン、２MIB

不
快
感
原
因
物
質

（
異
臭
味
、

発
泡
原
因
物
質
）

【水質問題の原因】

（消化器系
感染症
原因物質）

Unknown物質
（健康への影響が未知の物質）

（発ガン性
・遺伝毒性
物質）

課題課題（水質問題の原因と物質）（水質問題の原因と物質）

工場、事業場から
の排出による水質
事故

不法投棄、水質事
故

人間、哺乳動物の
糞便の排出

前駆物質となる有
機物の増大

未処理生活排水
等の排出

未処理生活排水や面
源負荷等による湖沼
等の富栄養化（栄養
塩の増大）
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課題課題（（分析評価方法と人間分析評価方法と人間へへの健康リスクの健康リスク））

哺乳類毒性試験

急性毒性の疫学データ

慢性毒性の疫学データ

健
康
リ
ス
ク

濃度

10-12

(pg/L)
10-9

(ng/L)
10-6

(µg/L)
10-3

(mg/L)

不明

顕著

細胞等による毒性試験

細胞等によるによる内
分泌かく乱作用試験

生体による毒性・内分泌
かく乱作用試験

現在の分析法で
の検出限界

g/L

（出典）「持続可能な水資源としての排水再利用」（2008）浅野孝

微量な有機化合物の分析評価方法と人間の健康リスクへの重要性微量な有機化合物の分析評価方法と人間の健康リスクへの重要性
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取水や排水の施設は、それぞれ設置当時の社会的要請に応じて整備。
現時点で改めて見た場合、複雑な配置となっており、浄水処理に負荷がかかり、水
質事故のリスクを抱える箇所も存在。

利根川の取排水系統

課題課題（（複雑な複雑な施設配置）施設配置）
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注）生活環境審議会の答申(昭和45年)より、通常の浄水操作で処理
することができる原水水質の限界値を0.1とした

利根川の水質の状況

汚濁の著しい流入支川、下水処理場や工場・事
業所等の排水口と浄水場取水口が混在

複雑な施設配置
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課題課題（（水質に関わる主な課題水質に関わる主な課題））

課題１．安全・安心で、おいしい水の確保
1. 地域毎の効果・効率的な対策
→ 関係者の連携

2. 地震、事故等緊急時の水質リスク対策
→ 複次的・複合的な水質保全・処理システムの構築

3. 地下水汚染対策（硝酸性窒素等）
→ 汚染原因及び地下水のモニタリング、地域特性に対応した発生源対策

課題２．水環境の保全、回復
→ 河川と下水道等の連携による河川の流量・水質の改善の推進

→ 雑用水・再生水利用の、関係者間が連携した推進
→ 環境用水導入の関係者間の調整、実施

課題３．共通課題
1. 閉鎖性水域の富栄養化対策
→ 点源からの汚濁負荷削減（小規模事業場、一般家庭等）
→ 面源負荷（ノンポイント汚濁源）対策 ※流域によっては大きなウェイト

→ 地域毎の効果・効率的な対策（関係者の連携）

2. 都市河川の水質汚濁対策
→ 地域毎の効果・効率的な対策（関係者の連携）



水資源政策の課題③水資源政策の課題③

水系全体で見ると課題の残る施設水系全体で見ると課題の残る施設
配置と利用（供給面、水質面）配置と利用（供給面、水質面）
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供給面
ダムにより、回転率は大きく異なる
ダム容量を振替え、治水・利水ともに機能を効率化

課題課題（水系全体で見ると課題の残る施設配置）（水系全体で見ると課題の残る施設配置）
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5.5550,000100,000C

0.760,00085,000X

2.5160,00065,000D

18.0180,00010,000B

回転率

（年総流入
量/有効貯水
容量)

年総流入量

(千m3）
有効貯水容
量

（千m3）

ダム

各ダムの回転率（※年総流入量/有効貯水容量)

上
流
域
の
ダ
ム

水質面
水資源政策の課題②「安全でおいしい水への要請」のP.15「複雑な施設配置」の再掲

回転率：大
貯まりやすい
利水に有利

イメージ
上流域のダム Xダム

治水

利水
冬期降雪量が多い
（渇水に強い）

冬期降雪量が少ない

基準地点から遠い
基準地点に近い

（洪水調節が効率的）

容量振替によって、治水、利水ともに機能効率を高める

上流域のダム

Xダム

利水

治水



水資源政策の課題④水資源政策の課題④

進まない需要面の弾力的水利用・節水進まない需要面の弾力的水利用・節水
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（注）（１）対象は、昭和４０年度新河川法施行後、一級水系での実績。
（２）農業用水は、かんがい期間の最大取水量。都市用水は通年の取水量
（３）なお、これはかんがい期を模式化したもの。
（４）その他には、水道用水・発電用水・雑用水等が含まれる。

（国土交通省河川局調べ）

課題課題（弾力的な水利用）（弾力的な水利用）

水利権の転用

（昭和４０年度～平成１３年度の36年間）

需要マネジメント （一級水系における実績）
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吉野川水系における都市用水の開発水量、水利権量と実取水量

水道用水 工業用水

（注）１．開発水量は、吉野川水系フルプランのうち吉野川水系依存分
２．水利権量は、各県内の事業体が吉野川水系からの取水を許可されている水利権量
３．一日最大取水量は、吉野川水系からの取水実績（国土交通省水資源部調べ）

課題課題（未利用水量（開発水量、水利権量と実取水量））（未利用水量（開発水量、水利権量と実取水量））
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開発水量に対する未利用水量（水利権未処分量）（水道用水）
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国土交通省水資源部調べ（平成18年度全国水需給動態調査）
開発水量は平成19年3月末時点、未利用水量は平成18年12月末時点

（注）未利用水量は、水資源開発を行ったものの水利権処分がなされていない水量である。

課題課題（未利用水量（開発水量と水利権量）（水道用水））（未利用水量（開発水量と水利権量）（水道用水））

未利用水量
10.79億m3/年

9%

開発水量 118.89億m3/年

水利権量
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開発水量に対する未利用水量（水利権未処分量）（工業用水）
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国土交通省水資源部調べ（平成18年度全国水需給動態調査）
開発水量は平成19年3月末時点、未利用水量は平成18年12月末時点

（注）未利用水量は、水資源開発を行ったものの水利権処分がなされていない水量である。

課題課題（未利用水量（開発水量と水利権量）（工業用水））（未利用水量（開発水量と水利権量）（工業用水））

開発水量 59.32億m3/年

未利用水量
13.35億m3/年

23%

水利権量
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これまでの渇水調整ルールは、許可水利権量又は実取水量をベースに取水制限をかける形をとってきた。

この方法は、自流取水のみの時代、あるいは実需要に供給（水資源開発）が追いついていない段階にお

いては問題なく機能していた。

しかし、利水者が利水安全度向上も含めて水源開発を行う現段階においては、利水者が水源開発に参画

して安全度を高めても、渇水調整に入ると当該利水者の未利用水量は水系の利水者全体のプールとして

使われてしまい、当該利水者が水源開発努力に見合った安全度を得られないという不合理が生じる。

課題課題（これまでの渇水調整ルール）（これまでの渇水調整ルール）

利水者Ａ 利水者Ｂ 利水者Ｃ 利水者Ａ 利水者Ｂ 利水者Ｃ

開

発

水

量

未

利

用

水

量

　

　
∥

安

全

度

分

実

取

水

量

平常時 渇水調整時

渇

水

調

整

後

の

取

水

可

能

量

利水者Ａが安全度分として確保した未利用水量が、渇水調整に

入ると他の利水者の取水制限率緩和に回ってしまう。

（100）

（90）

（80）

（90）

（80） （81）
（72）

（72）
（64）

例えば、（）は20%取水制限が10%の取水制限に緩和

（安
全
度
分
を
含
む
）

※ここでの検討は、主としてフルプラン水系における水資源開発施設のケースを念頭において整理している。
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渇水調整：実績貯水量ベースで取水制限／無償の一時融通

転用：開発水量・水利権を手放すリスクが大きい

一度手放すと再度手に
入れる時には、時間的・
経費的コストが大きい

需要に応じた合理的な水資源配分
がされにくい構造

ある利水者は無償で
配分・融通される

自発的な水源手当のインセンティブ
が働きにくい構造

節水のインセンティブ
が働きにくい構造

未利用水量が無償で
他の利水者へ配分・融通

取水制限方式では節水しても
自らにフィードバックされない

負
担
と
受
益
の
不
一
致

手
放
す
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

が
働
か
な
い

必要性の低い水を
保持し続けるおそれ

課題課題（弾力的な水利用）（弾力的な水利用）

需要マネジメント 渇水調整・転用
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課題課題（節水型社会の現状）（節水型社会の現状）

トイレの年代別使用水量の変化

※洋風腰掛便器が住宅に普及し始める。

注：大１回／日、小３回／日と仮定

現在、トイレの使用水量は26㍑/人/日、1950年代の3分の1、1975年代の2分の1に削減
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課題課題（（節水型社会の現状）節水型社会の現状）

全自動洗濯機の性能向上による使用水量の変化

昭和63～平成7年にかけて全自動洗濯機の性能が向上し、洗濯物1kg当たりの使用水量が6割減
風呂の残り湯利用の機種を活用する場合、1kg当たりの使用水量が0.5～2.1㍑と大幅に削減
省エネルギー法、グリーン購入法施行に伴って、省エネルギーとなる節水型商品が普及
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課題課題（節水型社会の現状）（節水型社会の現状）

食器洗い乾燥機の現状

食器洗い機の国内出荷台数は、平成10年から急増し、平成15年をピークに現在は80万台
と横ばい状態
普及率は現在約26%、今後の普及次第では節水効果が大
食器洗い機の使用水量は15㍑/回、手洗いと比較して約77%削減

食器洗い乾燥機の国内出荷台数の内訳

（出典）（社）日本電気工業会

節水型多種水栓により、使用水量は5～30%削減

水栓の現状

（資料）「家庭の省エネ大辞典」（（財）省エネルギーセンター）

食器洗い乾燥機の節水効果

手洗いの場合

食器洗い乾燥機の場合

年間で水道 47.45m3

年間で水道 10.80m3

※共に2回/日として算定

77%
削減
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課題課題（水利用合理化の現状（工業用水））（水利用合理化の現状（工業用水））

工業用水法（1956年）による地下水採取の規制とそれに伴う代替水源の遅れ、水質汚
濁防止法（1970年）などを背景に、回収率が向上

(注) 1. 経済産業省｢工業統計表｣による従業者30人以上の事業所についての数値である。
2. 公益事業において使用された水量等は含まない。
3. 工業統計表では、日量で公表されているため、日量に365を乗じたものを年量とした。
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地域別施設数

循環方式別施設数

単位：件（特に断りのない限り）

施設数計
雑用水量計
（m3/日）

一施設平均
雑用水量計
（m3/日/施設）

1.個別 1,060 144,261.8 136.1
2.地区 159 17,354.6 109.1
3.広域 585 215,542.3 368.4
4.非循環 1,243 21,412.5 17.2
総計 3,047 398,571.1 130.8

（単位：件）雑用水量

・水資源部では３年に一度、雑用水利用施設の普及推進のた
め全国調査を実施（最新はH18調査）
・H18.3末現在、全国で約３，０００件の施設で導入（個人住宅
は含まない）
・近年は、非循環方式（雨水のみ利用）が急速に増加
・地域別には、関東臨海と北九州が圧倒的に多い
・雑用水利用水量は全体で日量約４０万㎥（生活用水の約１％
に相当）

全国の雑用水利用施設の現状（H18.3末現在）

課題課題（雑用水利用）（雑用水利用）
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雑用水利用普及阻害要因

課題課題（雑用水利用）（雑用水利用）

雑 用 水 の コ ス ト と 上 下 水 道 の 比 較
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処理水質レベルの維持

管理体制、管理技術が必要

施設のスペース確保

原水の不足（個別循環）

利用者の意識

費用

水質

その他
降水量の季節変動年変動が大きく不安定（雨水利用）



水資源政策の課題⑤水資源政策の課題⑤

豊かな環境への要請豊かな環境への要請
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農地・宅地としての開発・利用、流域の土地利用による水質汚濁、多様な生物の生息・生育
拠点でもある河川沿いの湿地帯の減少等により、陸水域、生態系は影響を受けてきている。

課題課題（豊かな水環境）（豊かな水環境）

湖沼湖沼

河川河川

COD 環境基準の達成率は40～50%台
で推移

環境ホルモン、ダイオキシン等
有害化学物質の検出
遡上不可能な河川横断施設は全体の２１％※

河川及び隣接地に存在する湿地河川及び隣接地に存在する湿地

明治・大正期から約８万ha減少※※

※国土交通省平成5年調査：109の1級水系を対象とし約3,600施設を調査
※※環境省生物多様性センターHP掲載資料(http://www.biodic.go.jp/cbd/s1/l/kasen/2.1.pdf）

近年、都市やその周辺の緑地や水辺などの自然が残っている地域の自然保護に力を入
れるべきだと考えている人が増えている。

環境基準達成率（BOD又はCOD）の推移
（出典）平成１８年度公共用水域水質測定結果

（出典）自然の保護と利用に関する
世論調査（内閣府）

45.0%41.7%メダカやホタルなどの昆虫・小動物
が生息している里地や里山の地域

33.2％22.9％都市やその周辺の緑地や水辺など
の自然が残っている地域

平成18年平成13年自然保護に最も力を入れたい地域
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課題課題（環境用水へのニーズ）（環境用水へのニーズ）

河川、水路や用水などの身近な水域を対象に、水環境を改善するための手法として、
環境用水の導入がある。
平成12年度に実施された市町村職員を対象としたアンケート調査結果では、52%が環
境用水（環境保全や景観形成に必要な水）へのニーズありと回答（左図）
具体的なニーズは、「かつては存在し今は失われた水の回復」、「公園における親水空
間を形成するために新たに必要となる水」、「水路の浄化のために必要な水」等。（右図）

国土交通省水資源部調べ
（平成12年度に実施された市町村職員を対象としたアンケート調査結果）



水資源政策の課題⑥水資源政策の課題⑥

地表水との一体的管理がなされて地表水との一体的管理がなされて
いない地下水管理いない地下水管理
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課題課題（地下水の適正な管理）（地下水の適正な管理）

地下水揚水量

地下水位

1890 1915 1940 1970 1990

・1970年をピークに揚水量は減少
（現在ではピーク時の1/3程度）
・これに伴い、地下水位が回復
（最大約50ｍ上昇）
・現在では地盤沈下はほぼ沈静化

累積地盤沈下量

各種法令による揚水規制

・工業の近代化に伴い、地下水需要が増大
・そのため、地下水位が低下し、地盤沈下が発生
（最大約４ｍ沈下）

地下水揚水量と地下水位・地盤沈下量の推移（東京都の例）
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少雨

涵養量の減少

地下水位の低下

地表水の
取水制限

地下水採取量
の増加

渇水

地下水障害の発生

渇水時の地下水位低下のメカニズム 渇水年における地盤沈下の進行（関東地方）

資料）関東地区地盤沈下調査測量協議会編「関東地域地
盤沈下等量線図」をもとに国土交通省水資源部作成

課題課題（地下水の適正な管理）（地下水の適正な管理）

地下水採取規制、地表水への水源転換等により、近年では地下水採取に
よる地盤沈下は沈静化しつつあるが、渇水時には地下水採取の急激な増
加により地盤沈下が進行。

渇水年（1994年） 平年（1995年）

東京湾

■ 20mm以上沈下

■ 10mm以上

20mm未満沈下

■ 20mm以上隆起

■ 10mm以上

20mm未満隆起

東京都

埼玉県

茨城県栃木県群馬県

千葉県

神奈川県
東京湾

東京都

埼玉県

茨城県栃木県群馬県

千葉県

神奈川県
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日本経済新聞 H16.6.4

1956年（S31）工業用水法
1962年（S37）ビル用水法
1970年（S45）都条例

による地下水揚水規制

1972年(S47)

東京地下駅建設

戦後復興・高度成長期

地下水大量揚水に伴う
地下水位低下、地盤沈下が発生

現在

地下水位が上昇
地盤沈下は沈静化

地下駅不安定化
トンネル漏水発生

2000年(H12)

アンカー等の対策実施
2002年(H14)

漏水を河川浄化に活用

（地下水位が最も低下した時期に計画建設）

対
策

効
果

利
用

JR東京地下駅の例

地下水位が建設時
に比べ20ｍ上昇

建設時水位

対
策

H12 水位

新たな障害

地下駅ｲﾒｰｼﾞ
新たな地下水障害

課題課題（地下水の適正な管理）（地下水の適正な管理）



水資源政策の課題⑦水資源政策の課題⑦

水源地域の活性化水源地域の活性化
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神奈川県水源林（私有林）における管理状況　※

14%

20%

57%

3% 6%

Ａランク

Ｂランク

Ｃランク

Ｄランク

ランク外

（注）神奈川県水源林に占める
私有林割合は約７割

出典：かながわ水源環境保全・再生 施策大綱（平成17年11月）

水源保全機能やダム機能の低下が懸念

高齢化・過疎化の進行、林業等の不振の深刻化

日常生活や生産活動による保全が困難化

水源保全・ダム機能の低下

水源涵養(洪水・渇水調節)
機能の低下

土砂流出等による水質悪
化

土砂流出によるダム貯水量
等の低下

流木流入によるダム機能
の低下

適切な保全が図られていない水源
地域※

流木の流入によるダム機能の低下 上下流連携による水源地域の森林整備

※神奈川県資料より

Ａランク：手入れが適正にされている森林

Ｂランク：手入れの形跡があるが、ここ数年間整備していない森林

Ｃランク：長期間手入れの形跡がなく、荒廃が進んでいる森林

Ｄランク：荒廃が進み、人工林として成林することが困難な森林

ランク外：調査対象森林のうち、広葉樹化が進んだ森林

水資源を巡る課題水資源を巡る課題（水源地域の活性化）（水源地域の活性化）
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厳しい社会経済状況下にある水源地域

水源地域市町村の約２／３が人
口１万人未満、厳しい財政状態

歯止めのかからない人口減少、著しい高齢化の進展

停滞したままの地域経済活動

水資源を巡る課題水資源を巡る課題（水源地域の活性化）（水源地域の活性化）

５千人
未満
35%

１万人
以上
38%

５千～１万
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27%

水源地域市
町村
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水資源政策の課題⑧水資源政策の課題⑧

気候変動による新たなリスク気候変動による新たなリスク
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近年の気候変動近年の気候変動（（気温、降雨気温、降雨））

気温は100年でおよそ1℃上昇
年降水量の変動幅が大きくなる傾向 （少雨の年の年降水量が大幅に減少）

年平均気温の経年変化（1898～2006年）
【出典：気候変動監視レポート2006,気象庁】

1
℃
上
昇

年降水量の経年変化（1900～2005年）
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0

100

200

300

1. １時間降水量 ５５００㎜以上の降水の発生回数

2. １時間降水量１００１００㎜以上の降水の発生回数
525354 555657 585960 616263H1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 131415525354 555657 585960 616263H1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 131415

（回/年）

0

5

10

525354 555657 585960 616263 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 131415525354 555657 585960 616263 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 131415

H9～18
平均平均 55..11回回

平均平均 22..44回回

S62～H8

平均平均 22..22 回回

S52～61（回/年）

16

500

400

16 17

17

18

18

平均平均 202000 回回

S52～61
H9～18

平均平均 313313 回回
平均平均 234234 回回

S62～H8

短時間強雨は増加傾向にある

近年の気候変動近年の気候変動（（短時間降雨短時間降雨））

気象庁資料より作成，１時間降雨量における年間延べ件数（全国のアメダス地点 約1,300箇所より）
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0

10

20
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40

50

60

70

10月1日 10月31日 11月30日 12月30日 1月29日 2月28日 3月29日 4月28日 5月28日

積
雪
深

1960年代

1970年代

1980年代

1990年代

2000年代

（注）　気象庁観測資料に基づき国土交通省水資源部で作成

（cm）

富山の積雪深の変化

近年、暖冬により降雪量が減少し、融雪時期が早まっている

近年の気候変動近年の気候変動（（降雪量降雪量））
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平年は、融雪により5月、6月に貯留量が回復

昨年は、暖冬の影響で積雪量が減少し、貯留量が回復せず渇水の恐れ

（注）関東地方整備局7月25日9時公表時点

利根川上流８ダムの貯水量

近年の気候変動近年の気候変動（（降雪量降雪量））
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気候変動気候変動（ダムの貯水容量の変化）（ダムの貯水容量の変化）

近年の少雨化に伴い、何もしなければダムの枯渇が頻発。
節水、取水制限により凌いでいる状況
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343百万トン

（注）　1. 計算期間は、1901～2004年度で取水制限なし。

　　　　2. 利水計算は、現況において完成した水資源開発施設で計画開発水量を全て取水した場合を前提に試算

近年の少雨化による利根川上流8ダム貯水量の変化

（出典）平成19年版日本の水資源；国土交通省水資源部
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（注） 木曽川水系における水資源開発基本計画資料をもとに作成。

0

20

40

60

80

100

開発水量（計画値） 安定供給可能量（2/20） 近年最大渇水時供給可能量（平成6年）

（m
3
/s）

気候変動気候変動（施設の実力）（施設の実力）

安定供給可能量の変化（木曽川水系）

ダムを作った時点に比べると、少雨化によって水が貯まりにくくなっている。



49

水資源を巡る基本的な変化水資源を巡る基本的な変化（需給ギャップの発生）（需給ギャップの発生）

少雨傾向 需給ギャップの拡大
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（1963～1970）
利根川水系

第Ⅱ次フルプラン
（1970～1975）
利根川水系

第Ⅲ次フルプラン
（1976～1985）

利根川水系及び荒川水系

第Ⅳ次フルプラン
（1988～2000）

利根川水系及び荒川水系
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（1970～1975）
利根川水系
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第Ⅲ次フルプラン
（1976～1985）

利根川水系及び荒川水系

第Ⅳ次フルプラン
（1988～2000）

利根川水系及び荒川水系

水不足の年
（計画上の渇水年）

近年の水不足の年
（近年の渇水年）

戦後最大級の渇水年



50

気候変動予測気候変動予測（地球の気温）（地球の気温）

・地球の平均気温は全てのシナリオで上昇
・100年後には地球の平均気温は1.8～4.0℃上昇

（出典）IPCC第４次評価報告書第１作業部会報告書政策決定者向け要約（気象庁）
・実線は、各シナリオにおける複数モデルによる地球平均地上気温の昇温を示す。
・陰影部は、個々のモデルの年平均値の標準偏差の範囲。
・右側の灰色の帯は、各シナリオにおける最良も見積もり及び可能性が高い予測幅。

A1.「 高成長シナリオ」
A1FI：化石エネルギー源重視
A1T ：非化石エネルギー源重視
A1B ：全てのエネルギー源のバランスを重視

A2. 「多元化社会シナリオ」

B1. 「持続発展型社会シナリオ」

B2. 「地域共存型地域シナリオ」
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気候変動の影響気候変動の影響（（IPCCIPCC；平均気温上昇による影響）；平均気温上昇による影響）

（出典）AR4 SPM
（IPCC第4次評価
報告書 政策決
定者向け要約）

1980－1999年に対する世界年平均気温の変化（℃）
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気候変動の影響気候変動の影響（（IPCCIPCC予測；各分野への影響）予測；各分野への影響）

異常気象の頻度・強度、気候、
海面水位に関する現象によ
る影響は、変化する可能性が
非常に高い。

（出典）AR4 SPM （IPCC第4次評価報告
書 政策決定者向け要約）
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（１）気温・降水等
•２０世紀半ば以降に観測された世界平均気温の上昇のほとんどは、人為起源の温室効果ガ
スの増加によってもたらされた可能性が高い。
•１００年後の気温上昇は、最も温室効果ガスの排出が少ないシナリオでは１．８℃、最も排出
量が多いシナリオでは４℃と予測される。
•より極端な降水現象が起きる可能性がかなり高い。
•積雪面積は縮小することが予測される。

（２）干ばつ・水利用可能性
温暖化は、気候変動の増大とともに、干ばつのリスクを増加させる。
融雪の早まりは、水需要が最も高い夏季と秋季に融雪から供給を受ける流域での干ばつの
リスクを増加させるきっかけとなることがある。
干ばつの影響を受ける地域の面積が増加する可能性が高い。
２０９０年代までに、１００年当たりの極端な干ばつ事象の回数は２倍に、平均干ばつ期間は
６倍に増加する可能性が高い。
今世紀の間に、氷河及び積雪に蓄えられている水供給が減少し、主要な山岳地帯から融雪
水を受ける地域（現在の世界人口の６分の１以上が居住している）における水の利用可能性
を減少させると予測される。
氷河や雪解けの水の流れ込む河川の多くで、流量増加と春の流量ピーク時期が早まる。
今世紀半ばまでに、年間平均河川流量と水の利用可能性は、高緯度域及びいくつかの熱帯
湿潤地域において１０～４０％増加し、中緯度域のいくつかの乾燥地域及び熱帯乾燥地域に
おいて１０～３０％減少すると予測される。
中央アジア、南アジア、東アジア及び東南アジアにおける淡水の利用可能性は、特に、河川
の集水域において、気候変化によって減少する可能性が高い。

気候変動の影響気候変動の影響（（IPCCIPCCにおける認識）における認識）

（出典）IPCC第4次評価報告書
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（３）海面上昇
•１００年後の平均海面水位の上昇は、最も温室効果ガスの排出が少ないシナリオでは
０．０８～０．３８ｍ、最も排出量が多いシナリオでは０．２６ｍ～０．５９ｍと予測される。

（４）地下水
•海面水位上昇によって地下水と河口の塩水化地域が拡大し、沿岸部の住民と生態系
の淡水利用可能性が減少する可能性がかなり高い。
•一定の状況下（河川と帯水層との良好な水理学的なつながり、低い地下水涵養速度）
で、河川の水位変化は、地下水涵養の変化よりもはるかに地下水位に影響する。

（５）水質・生態系
水温の上昇、降水強度の増大、及び低水期間の長期化は、生態系への影響とともに、
多くの形態の水質汚濁を悪化させる可能性が高い。これらの汚濁には、堆積物類、栄
養類、溶存有機炭素、病原菌、農薬、塩、熱汚染によるものなどがある。

気候変動の影響気候変動の影響（（IPCCIPCCにおける認識）における認識）

（出典）IPCC第4次評価報告書



55

資料）H16.9東京大学など合同研究チームによる記者発表資料

夏季の豪雨日数の経年予測（日降水量100mm以上）

１００年後 夏季の降雨が増大

気候変動気候変動予測予測（将来の降水量の変化）（将来の降水量の変化）

今後100年間に、最大年10回程度に増加すると予測
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・将来において、降水量の増加とともに変動幅が増大。
・今後数10年間は、夏季において、近年における過去最大の渇水となった平成６年
と同様な少雨がみられ、大渇水の可能性が予想される。
・一方、降雨量がかなり多い年が発生し、大洪水の可能性が増加。

気候変動予測気候変動予測（将来の降水量の変化）（将来の降水量の変化）

【出典：水資源学シンポジウム「国連水の日－気候変動がもたらす水問題」発表資料,木本昌秀】

日本の夏（6～8月）の平均降水量の推移 年
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・年平均気温
・全国的に上昇
・約100年後は現在に比べて約2～3℃程度上昇

・年降水量
・九州南部の一部で減少するものの、
・ほとんどの地域で増加

年平均気温の変化量

（2081～2100年平均値）-（1981～2000年平均値）
年降水量の変化率

（2081～2100年平均値）-（1981～2000年平均値）

（出典：地球温暖化予測情報第6巻（気象庁））

気候変動予測気候変動予測（気温、年間降水量）（気温、年間降水量）
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・日降水量が100mm以上の年間日数はほとんどの地域で増加
・無降雨日数は、一部の地域を除いて増加

日降水量100mm以上の年間日数の変化量
（2081～2100年平均値）-（1981～2000年平均値）

（出典：地球温暖化予測情報第6巻（気象庁））

年間無降雨日数の変化量
（2081～2100年平均値）-（1981～2000年平均値）

気候変動予測気候変動予測（降水量）（降水量）



59

夏季降水量
(6,7,8月)

秋季降水量
(9,10,11月)

冬季降水量
(12,1,2月) 春季降水量

(3,4,5月)

変化率＝将来/現在
いずれも20年平均

（RCM20の降水量の変化（100年後））

気候変動予測気候変動予測（季別降水量）（季別降水量）

・100年後の気別降水量は、冬季、春季に、現在でも降水量が少ない西日本を中心に、少雨傾向
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気候変動予測気候変動予測（将来の降水量の変化（少雨の場合）（将来の降水量の変化（少雨の場合）

20
年
間
で
少
な
い
方
か
ら
1
位

20
年
間
で
少
な
い
方
か
ら
2
位

冬期

冬期

春期

春期

100年後の20年で1、2位（少雨）の期別降水量は、冬期（2位）は東日本から九州にかけて、春期
（1、2位）は西日本を中心に少なくなる。⇒ 将来、自然現象面では渇水リスクを高める。

※変化率：将来の期別降水量／現在の期別降水量 （（RCM20RCM20；；A2A2シナリオ）シナリオ）
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・降雪量は、北海道から山陰にかけての日本海側を中心に大きく減少
・100年後の利根川上流域では、積雪深が大幅に減少

（出典：地球温暖化予測情報第6巻（気象庁））

年間降雪量の変化量
（2081～2100年平均値）-（1981～2000年平均値）

気候変動予測気候変動予測（積雪量）（積雪量）

水
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300

10月1日 11月1日 12月1日 1月1日 2月1日 3月1日 4月1日 5月1日

積
雪
深

平均

将来

（cm）

（注）　1. 現在は、1992～2006年の積雪深の平均値。
　　　　2. 将来は、約100年後（Model:RCM20、A2）

100年後の積雪深の変化（藤原）
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・融雪期は現在に比べて１か月早まり、５、６月は流出量が大きく減少
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利根川上流（矢木沢ダム地点）

気候変動予測気候変動予測（河川流況）（河川流況）
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気候変動気候変動予測予測（河川流量の変化イメージ）（河川流量の変化イメージ）

温暖化

降雪量：大幅減少
融雪：早期化

河川流出量：減少流出：早期化

無効放流
（有効に利用できない放流）

水需要期（代かき期）に
ダム枯渇

ダム補給が必要
ダム枯渇

ダム枯渇頻度の増加
１回当たりの枯渇日数が長期化

春以降、少雨の月が続くと

代かきき期が早まっても

ダムが満水の場合

温暖化後の河川流出量の状況（想定）

１月 ７月４月 １０月

無効放流の発生！

現況

将来

代かき期

河川流出量の減少

代かき期が早まった場合でも
需要期の流量が不足

流出時期の早まり

現況
将来

貯水できない ダム枯渇

満水

河
川
流
出
量

貯
水
量
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概ね100年後には、20年間で5回（年）ダム枯渇が生じており、異常渇水が発生しやすくなる。
（ダム枯渇頻度の増加と１回当たりの枯渇日数の長期化）

8ダム合計運用曲線（RCM20,現在）
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8ダム合計運用曲線（A2,100年後）
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利根川上流８ダムの貯水量の変化

ダム枯渇：３ヵ年、１８日
→６日／年

ダム枯渇：５ヵ年、７６日
→１５日／年

1. 気候変動モデルより求められた気温、降水量を用いた流出計算結果から試算（RCM20、将来シナリオはA2）
2. 絶対値は実際のダム貯水量と直接比較できない。
3. 取水量制限なし
4. 確保流量は計画水量、取水量は水利権量として試算

気候変動予測気候変動予測（水資源への影響）（水資源への影響）
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出典：第三回地球温暖化・森林吸収源対策推進本部資料（農林水産省）

気候変動気候変動の影響の影響（農業への影響）（農業への影響）

2030年代の8月に水不足が想定される水田地域

蒸発散量増加で、九州の水田域の
潜在的水資源量は約３０mm減少

全国平均で約３℃気温上昇した場合
（2060年代）、潜在的収量は、
・北海道で１３%増加
・東北以南で８－１５%減少

水稲：収量の変化

水資源の不足
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・上水道の需要は3℃の気温上昇によって 1.2 ～ 3.2 % 程度増加
（環境省地球温暖化問題検討委員会温暖化影響評価ワーキンググループ）

32
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40
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44

46

48

50

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

（月）

月
別
一
日
平
均
給
水
量

1980年度
1985年度
1990年度
1995年度
2000年度
2004年度

（注）１．厚生労働省「水道統計」による。
　　　２．このデータには生活用水のほか上水道から工場へ供給される水量が含まれている。

（百万m3/日）

気温の上昇により、飲料水・冷却水等都市用水の需要は増大

気候変動気候変動の影響の影響（都市用水への影響）（都市用水への影響）
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社会変化による水需要への影響（大まかな試算）社会変化による水需要への影響（大まかな試算）

人口に関する将来推計

日本の将来推計人口（死亡中位推計）は次のとおり。

1都5県全国

6,149万人（48%）

9,777万人（77%）

11,835万人（93%）
出生率高位仮定

3,216万人（96%）11,522万人(90%)11,258万人（88%）30年後

1,735万人（53%）4,459万人（35%）3,452万人（27%）100年後

2,751万人（84%）8,993万人（70%）8,411万人（66%）50年後

出生率高位仮定出生率中位仮定出生率低位仮定

2005年
（12,777万人）

（資料）「日本の将来推計人口」国立社会保障・人口問題研究所（H18.12）
（注）1都5県（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都）の人口は、「日本の将来推計人口」の都道府県人口
（中位仮定）をもとに国土交通省水資源部が次の手順により仮定した。
1.2005年～2035年の全国に占める1都5県の人口割合をもとに2050年、2105年の人口割合（仮定）を回帰式により求めた。
2. 2050年、2105年の将来推計人口（高位仮定）に1都5県の人口割合（仮定）を乗じて人口を算定した。
3.人口割合（仮定）は、中位仮定と変わらないものとして算定した。

現在の水使用量

－８３５億m3/年全体使用量

約６６％５５２億m3/年農業用水

約１５％１２１億m3/年工業用水

約１９％１６２億m3/年生活用水

（出典）「日本の水資源」国土交通省水資源部（H19.8）
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社会変化社会変化（水需要への影響）（水需要への影響）

農
業
用
水

工
業
用
水

生
活
用
水

人口減少
高齢化

温暖化

快適指向による
一部使用水量増？

将来（５０年後～１００年後）

節水型機器
の普及

人口減による
需要減

外部サービス
利用の普及

経済の
グローバル化世

界

日
本

海外流入
人口の増加

生産拠点の海外展開
国内回帰

水消費はさらに合理化
（省力化・研究開発）

国際的優位
業種の拡大

人口増加
と食料需給

食料自給率向上
（人口減、増産）

海外での穀物
需要の高まり

蒸発散量の増加
作付け体系の変化

食生活の変化

消費品目の変化

経済成長見通し？

全
体

約６～４割程度

約１割程度減

現在と同程度

約1割程度減生活：工業：農業

１９： １５： ６６

（人口：高位推計）



69（注）1.気象庁の温暖化予測モデル（RCM20）の計算結果、東京大学気候システム研究センター（CCSR）の
高分解能全球大気海洋結合モデルの計算結果を用いて、国土交通省水資源部が試算
2.蒸発量増加：蒸発量増加に伴い農業用水の取水量が5%増加した場合

現在に対し10%減現在と同じ現在に対し35%減５０年後

現在に対し10%減現在と同じ現在に対し55%減１００年後
取水条件

工業用水

（通年一定）

農業用水

（期別変動（月単位）とし、
ピークは６月）

生活用水

（通年一定）

社会状況（人口減少等）、水利用の変化（かんがい期の変更、社会状況（人口減少等）、水利用の変化（かんがい期の変更、
蒸発散量の増加）を考慮した渇水発生日数（利根川の例）蒸発散量の増加）を考慮した渇水発生日数（利根川の例）

全国水使用量は、将来、約９割となるが、地域によっては自然（少雨化の激化等）・

水利用面（かんがい期の変更・蒸発散量の増加）の影響による渇水リスクが高まる

（注）渇水発生日数は、20年間による（現況：1981～2000年、50年後：2031～2050年、100年後：2081～2100年）

将来、渇水日数の増加

約10～80日約60～160日農業用水の取水を0～60日遅らせる
約40～340日約60～170日農業用水の取水を0～40日早める将来

約20日約20日現況

100年後50年後
渇水日数

ケース

気候変動気候変動（社会状況、水利用の変化を踏まえた渇水リスク）（社会状況、水利用の変化を踏まえた渇水リスク）
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酸素の十分な水
が湖底にも供給

湖底に酸素が供給
されない

全循環の発生

物理的バランスが変化し
全循環が起こらない

琵琶湖

（北湖）

（南湖）

琵琶湖

（北湖）

（南湖）

気温上昇、風速の減少、等の変化
（ ⇒ 温暖化の影響の可能性 ）

水温上昇によって、水源池の水質悪化、生態系への影響が懸念される。

琵琶湖（北湖）の全循環イメージ

気候変動の影響気候変動の影響（（水質への影響）水質への影響）

全循環停止地球温暖化の影響の指摘

・平成19年、琵琶湖では全循環が遅れた

・90ｍ深水温と、冬季（1～3月）気温の経年変動は一致し、
北湖深層水の水温上昇が冬季の気温上昇によって引き起
こされていることを示唆している。

・深層水の温暖化の主原因は、暖冬化に伴った冬季の鉛
直混合の弱まりと考えられる。

出典）速水・藤原（1999）／琵琶湖深層水の温暖化，
海の研究，vol.8，no.3，pp.197-202
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温暖化

水温上昇
（低下しない）

降雨パターン
の変化

土砂の流出

冬季結氷の減少
（透過光の増大）

遺骸が底層に沈積

水温躍層
の固定化

植物プランクトン増殖

底層DOの減少

湖内循環の減少

豪雨による
土砂崩壊

害虫の増加

大腸菌
の増加

農薬使用増加に伴う

農薬流入量増加

感染症への
影響の恐れ

水のおいしさ

水の安全面

気温上昇

（注）「地球温暖化と日本 第３次報告-自然・人への環境予測-」原沢英夫、西岡秀三編をもとに水資源部が加筆修正

化石燃料の
消費等

大気中の窒素
循環の変化

NO3-Nの
渓流水への流出

森林・土壌へ流入
（窒素飽和現象）

濁水の増大

鉄、マンガンの溶出

有害物質
の流入

有害物質の溶出河川DOの減少

都市域からの
窒素・リン

有害物質等流出増

処
理
に
伴
う
生
成
物

濁り

異臭味

着色

水の安全面

気候変動気候変動の影響の影響（水質への影響イメージ）（水質への影響イメージ）
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熱帯低気圧の発生数は減るが、
強い台風が増加する

・強い熱帯低気圧が増加

ＩＰＣＣ第４次報告書第１作業部会報告書概要より

高潮による浸水回数の増加

10回以下

約40回

約100回
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(厳島神社社務日誌より中国地方整備局作成)
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厳島神社回廊の冠水回数

・冠水回数は増加傾向
・2006年には年間22回も発生

ベニスSt Mark’s Squareの冠水回数
・1996年には年間100回にも

※現状において、地球温暖化の影響であるか
明確ではないが、 原因となっている可能性

が考えられる

ベニス(イタリア) St Mark’s Squareの年間冠水回数(STERN REVIEW: The Economics of Climate Changeの記述を図化)

気候変動気候変動の影響の影響（水災害への影響イメージ）（水災害への影響イメージ）

・熱帯低気圧の強度（横軸：海上/地上の最大
風速）別に示した熱帯低気圧の年平均出現
数の頻度分布

・実線は現在気候再現実験、波線は温暖化
予測実験を示す。

（出典：異常気象レポート2005）
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出典：国土数値情報をもとに国土交通省河川局が作成

平均海面が５９ｃｍ上昇した場合※、
ゼロメートル地帯の面積・人口は５割増大すると予測

東京湾

（横浜市～千葉市）

人 333万人270万人138万人 260万人

大阪湾

（芦屋市～大阪市）

(現状) (海面上昇後)

211万人

伊勢湾

（川越町～東海市）

90万人 126万人
(現状) (海面上昇後)

112万人※海面上昇量５９ｃｍは、気候変動に関する政府間パネル（IPCC） 第１部
会作業報告書による世界平均海面水位の上昇量

593

879

海面上昇後

１．５404人口（万人）

１．５577面積（k㎡）

倍率現状

593

879

海面上昇後

１．５404人口（万人）

１．５577面積（k㎡）

倍率現状

東京湾、伊勢湾、大阪湾における海面上昇の影響

気候変動気候変動の影響の影響（海面上昇の影響イメージ）（海面上昇の影響イメージ）
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地球温暖化に伴い台風の大型化

３大都市圏を始めとする
ゼロメートル地帯が多く存在する
我が国にとっても高潮災害の発生
が高まる

・ニューオリンズ市内の運河堤防が破堤し市域の８０％が水没し長期断水
・避難所、病院では深刻な状況

カトリーナ台風による大規模浸水被害

我が国においても

大規模な浸水被害による長期断
水の恐れ

台風の大型化により高潮災害時のリスクが高まっており、大規模浸水被
害による水供給停止の懸念。

気候変動の影響気候変動の影響（（高潮災害時）高潮災害時）

（写真）中国地方整備局、NPO法人日本水フォーラム主催
シンポジウム「伊勢湾台風とハリケーンカトリーナに学ぶ」資料
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全取水量の約１３％は地下水が水源

地下水地下水
13%13%

河川水河川水

我が国の地下水使用状況

沿岸地域沿岸地域
約約8%8%

（注）厚生労働省「水道統計」（平成16年度）を基に、
海岸を有する市町村を沿岸地域として集計した。

※生活用水における8%を基に、工業用水、農業用水
ともに生活用水と地下水の割合が同程度と仮定し
て算定した値。

沿岸地域における生活用水の
地下水取水量は、8%程度

沿岸域の地下水取水量は、我が国の使用水量の1%※程度と推定される。

農業用水農業用水
32%32%

生活用水生活用水
34%34%

工業用水工業用水
34%34%

生活用水の地下水取水状況
地下水の用途別比

気候変動の影響気候変動の影響（海面上昇に伴う地下水への影響）（海面上昇に伴う地下水への影響）
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温暖化による海面上昇

従来の深度では塩水が混入

海岸域の井戸では

気候変動の影響気候変動の影響（地下水（地下水））

塩水の水位が上昇

塩水

（出典）IPCC第４次評価報告書第１作業部会報告書（自然科学的根拠）の公表について（環境省）
（注）SRES シナリオによる、21 世紀末（2090～2099 年）における世界平均気温（左）及び
世界海面水位予測（第4 次評価報告書における予測値を表1 及び表2 に掲載。）
いずれも1980～1999 年を基準とした上昇量（最良の予測と予測幅）を示す。各シナリ
オの、左が第3 次評価報告書の予測、右が第4 次評価報告書の予測。（図4 は、SPM 
から気象庁作成）

21世紀末の平均海面水位上昇は
18～59cm上昇すると予測



総合的水資源管理総合的水資源管理
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水資源開発基本計画（フルプラン）

水資源開発水系における水資源の総合的な開発
及び利用の合理化の基本となる計画

【記載内容】

①水の用途別の需要の見通し及び供給の目標

②供給の目標を達成するため必要な施設の建設
に関する基本的な事項

③その他水資源の総合的な開発及び利用の合理
化に関する重要事項

51%

17%

54%

49%

83%

46%

面積

(2005年)

人口

(2005年)

製造品出荷額等

(2003年)

フルプラン地域 フルプラン地域外
筑後川水系

吉野川水系

淀川水系

木曽川水系

利根川・荒川水系

豊川水系

筑後川水系

吉野川水系

淀川水系

木曽川水系

利根川・荒川水系筑後川水系

吉野川水系

淀川水系

木曽川水系

利根川・荒川水系筑後川水系

吉野川水系

淀川水系

木曽川水系

利根川・荒川水系筑後川水系

吉野川水系

淀川水系

木曽川水系

利根川・荒川水系

豊川水系

６事業
大山ダムなど

１事業
香川用水施設
緊急改築

15事業
川上ダムなど

２事業
徳山ダム
愛知用水二期

２事業
設楽ダム
豊川用水二期

34事業
滝沢ダムなど

施設整備
（注２）

約2.6m3/s－約49m3/s6.6m3/s約0.5m3/s約117m3/s開発水量
（注１）

平成27年度平成22年度平成12年度平成27年度平成27年度平成12年度目標年度

昭和41年２月
（1次計画）
昭和56年１月
（2次計画）
平成元年１月
（3次計画）

平成17年４月
（4次計画）

昭和42年３月
（1次計画）
平成４年４月
（2次計画）

平成14年２月
（3次計画）

昭和37年８月
（1次計画）
昭和47年９月
（2次計画）
昭和57年８月
（3次計画）

平成４年８月
（4次計画）

昭和43年10月
（1次計画）
昭和48年３月
（2次計画）
平成５年３月
（3次計画）

平成16年６月
（4次計画）

平成２年５月
（１次計画）

平成18年２月
（２次計画）

昭和37年８月
（1次計画）
昭和45年７月
（2次計画）
昭和51年４月
（3次計画）

昭和63年２月
（4次計画）

（注３）

計画決定
（全部変更）

昭和39年10月昭和41年11月昭和37年４月昭和40年６月平成２年２月昭和37年４月
（利根川水系）
昭和49年12月
（荒川水系）

水系指定

筑後川水系吉野川水系淀川水系木曽川水系豊川水系利根川水系
及び

荒川水系

水資源開発基本計画水資源開発基本計画((フルプランフルプラン))の概要の概要

計画策定の手続き

関係省

関係県

水
資
源
開
発
水
系
の
指
定

計
画
案
の
作
成

閣
議
決
定

国
土
審
議
会
水
資
源
開
発
分
科

会
に
お
け
る
審
議

協 議

意見照会

基
礎
調
査
（需
給
想
定
調
査
等
）

国
土
交
通
大
臣
決
定

産業の開発又は発展及び都市人口の増加に伴い用水を必
要とする地域において、広域的な用水対策を緊急に実施
する必要がある場合に、当該地域に対する用水の供給を
確保するため水資源の総合的な開発及び利用の合理化を
促進する必要がある河川の水系

（注１）現行の水資源開発基本計画に掲上されている水資源開発施設の新規開発水量。
（注２）現行の水資源開発基本計画に掲上されている全ての事業数。
（注３）２次計画までは利根川水系における計画
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安定した水資源の確保

節水意識の高揚

中
長
期
的
な
対
策

緊
急
時
の
対
策

体制の整備

水源・用水の確保

節水の徹底・支援等

水利用の合理化

水利調整組織の設置等）

ダムの堆砂容量等の貯留水の緊急利用

水質面への影響の把握・対応

情報収集・提供体制の確立

節水プログラムへの国民の参加促進（節水機器の導入、
節水メニューの学習）

水質保全対策の推進

関係省庁の連携（関係省庁渇水連絡会議の開催等）
関係各省庁ごとの取組（渇水対策本部の設置等）
地方公共団体ごとの取組（渇水対策本部の設置等）

河川毎、流域ごとの取組（渇水調整協議会、利水者による

水道事業者、工業用水道事業者及び土地改良区等利水者間の連携

応急ポンプの確保、干害応急対策の実施

水の融通
海水淡水化施設等の確保、情報提供

発電用水の緊急利用
下水処理水・産業廃水等の活用

水の運搬（輸送用車両の確保等）

節水指導、渇水についての情報収集・提供等
使用制限に対する合意の形成（散水・プールの使用禁止、
散水・洗車の制限等）

地方公共団体、水道事業者、工業用水道事業者の取組に対する
国の支援（地方公共団体に対する財政措置、情報の提供・調整）
事業者や農業従事者に対する融資・援助対策（営農技術・水管理等
の指導、天災融資法の発動、激甚災害法の適用、政府系中小企業
金融等による融資）
雇用面、経済面への影響の把握・対応

農業用水の再編合理化

上水道の効率的利用（水道の広域化、連絡管の敷設等融通体制
の整備、配水ブロック化による効率的給水、漏水防止策等の推進）

工業用水の使用合理化

雑用水利用の促進（雨水・下水処理水等の循環利用等）

効率的流水管理の推進（長期予測の精度向上、流域レベルでの
総合的な管理、用途別取水制限率の設定）

節水キャンペーンによる情報提供

マスメディア・広報車等の利用による日常的な広報

水源地域における森林の保全・整備を通じた水源のかん養
堆砂の排除によるダム機能維持
渇水対策事業の推進（渇水対策ダム 等）
水源の複数化・多元化・広域化
地下水の保全・適正利用
海水淡水化施設の整備・推進
ダム等水資源開発の推進と不安定取水の解消

需要側

供給側

総
合
的
な
渇
水
対
策

既往の渇水対策既往の渇水対策
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統合的水資源管理（統合的水資源管理（IWRMIWRM））

ダブリン会議（1992）で、統合的水資源開発／管理という言葉が使われる
地球サミット（1992）のアジェンダ２１で、統合的水資源開発／管理をひとつのテーマ
ボン国際淡水会議（2001）で、英国、スウェーデンより、IWRMの目標の提案
第３回世界水フォーラム（2002）閣僚宣言で、IWRMの目標を位置付け
IWRMに関する国際会議（2004・日本水フォーラム主催）で、IWRMの合意文書

統合的水資源マネジメントの歴史

統合的水資源管理の定義の例

水や土地、その他関連資源の調整を図りながら開発・管理していくプロセスのことで、その目的は欠

かすことのできない生態系の持続発展性を損なうことなく、結果として生じる経済的・社会的福利を公

平な方法で最大限にまで増大させること。 （出典）世界水パートナーシップ

第6回アジア太平洋地域インフラ担当大臣会合 大臣声明（2007年8月 中国 北京にて）

７．我々は、気候変動の影響等に伴い、洪水や土砂災害、干ばつなどの水関連災害がますます激化
していることに対して、その対策が統合水資源管理の重要な要素であるとの認識のもと、早急に
ハード・ソフト両面からの総合的対策を取らなければならないことを認識し、水関連災害の防止に
向けた取り組みを強化する。

IWRM: Integrated Water Resources Management
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統合的水資源管理（統合的水資源管理（IWRMIWRM））
IWRM: Integrated Water Resources Management

（１） 自然界を統合的に考慮する
水資源と土地資源、水量と水質、表流水と地下水など、

自然界での水循環における水のあらゆる形態・段階を

統合的に考慮する

（２） 様々な水関連部門を統合的に考慮する
従来別々に管理されていた水に関連する様々な部門を

統合的に考慮する（河川（治水）、上下水道、農業用水、

工業用水、環境のための水、等）

（３） 様々な利害関係者の関与を図る
中央政府、地方政府、民間セクター、NGO、住民など
あらゆるレベルの利害関係者を含む参加型アプローチ

（ジェンダーの視点は特に重要）

NPO法人日本水フォーラムHPより

統合水資源管理の「統合」とは
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基本目標：安全で安心な潤いのある水の恵みの享受

理念：

総合的水資源マネジメント総合的水資源マネジメント
持続的な水活用社会

生態系

社会活動水循環

治水治水

地表水地表水 と 地下水地下水

水循環における水の
あらゆる形態・段階

水循環における水の
あらゆる形態・段階

土地利用土地利用

工業生産工業生産

エネルギー利用エネルギー利用

食糧生産食糧生産

地域の歴史・文化の保存地域の歴史・文化の保存

地域の活性化地域の活性化

健全な水循環系の構築

水資源

連携と調整
による最適
配分

利用と制御
による質・量
の確保

豊かな水環境

循環している水を社会活動を営むための水資源として、量と質を確保するための利用・制御
社会活動の各目的間の連携・調整による、最適な水資源配分

総合的水資源マネジメント

総合的マネジメント

理念、基本目標の実現に向け、生態系のための豊かな水環境に配慮しつつ、次のマネジメントを
行うこと

人と水との関わり人と水との関わり

※総合的とは、目的間、行政分野間、表流水と 地下水、質と量等複数の要素を包括的に扱うこと
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総
合
的
な
水
資
源
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

総合的水資源マネジメント総合的水資源マネジメント（基本的視点）（基本的視点）

大規模渇水、震災・事故時、国民の安全保障
の観点から国民への影響の最小化

人の生命・健康、おいしさ、人と水の関わり、
生態系に、大きな影響を及ぼす水質をこれま
で以上に重視

需要面：節水型社会の構築

供給面：既存ストックの最大限活用

地表水と地下水が一体となったマネジメント

新たなリスクに対し早い段階から順応的に対
応

気候変動リスクへの対応気候変動リスクへの対応

水資源の有効利用のマネジメント水資源の有効利用のマネジメント

質を重視するマネジメント質を重視するマネジメント

危機管理のマネジメント危機管理のマネジメント

渇水リスク渇水リスク

気候変動による新たなリスク気候変動による新たなリスク

各種リスクへの対応各種リスクへの対応

安全でおいしい水安全でおいしい水

資源の有効利用資源の有効利用

持
続
的
水
活
用
社
会

持
続
的
水
活
用
社
会

健
全
な
水
循
環

健
全
な
水
循
環

安
全
で
安
心
な
潤
い
の
あ
る
水
の
恵
み
の
享
受

安
全
で
安
心
な
潤
い
の
あ
る
水
の
恵
み
の
享
受

総合的水資源マネジメントの基本的視点

リ
ス
ク
管
理

リ
ス
ク
管
理

質
へ
の
対
応

質
へ
の
対
応

量

の
対

応

量

の
対

応

社会的要請

自然現象
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危機管理のマネジメント危機管理のマネジメント（（危機管理対策の事例（１）危機管理対策の事例（１）））

貯留設備（地下タンク、緊急貯留システム等）

（出典）「応急給水槽の仕組み」東京都水道局ＨＰ

東京都、横浜市、京都市、神戸市ほか

普段は配水管の一部として機能し、新鮮な水道水

が流れている

断水時には入り口と出口に設置してある弁が閉ま

りタンク内に飲料水を確保

地震が起こると、管理センターより自動的に配水

池の緊急遮断弁を閉鎖する指令が出され、必要

最小限（市民１人１日３リットル×７日分）の飲料水

を確保

水の相互融通（連絡管等）

東京都、川崎市、埼玉県、横浜市、京都府ほか

災害時にライフラインを確保するため、緊急連絡

管を通じて相互に水を融通

緊急時に備えて、上水道から応援給水が受けら

れるように連絡管を設置
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応急措置（給水袋）

郡山市、坂戸市、鶴ヶ島市、大阪府、福岡市ほか

災害時に市民の方々に水を入れて配ることが可能

高齢者や子供でも背中に背負って安全に水を持ち

帰れるようになっているものもある

（出典）福岡市水道局ＨＰ

水処理装置（造水機）

（出典）九州地方整備局ＨＰ

災害時の飲料水確保のため、逆浸透膜を利用し

て河川水や海水から、飲料水を作り出す装置

災害が発生した場合、水道水の供給が停止した

事態に備え、様々な水源から飲料水として安全性

の高い水を製造することができる

危機管理のマネジメント危機管理のマネジメント（危機管理対策の事例（２））（危機管理対策の事例（２））

非常用飲料水袋

ウォーターパック装置
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水バッグ 移動式海水淡水化装置

水密性を有する合成繊維でできた袋（バッグ）に水を

注水・充填し、海上を曳航して輸送するもの

（提供）水資源機構

（撮影）（株）ＭＴＩ

（資料）工業用水代替水源確保調査報告書（平成19年3月）；経済産業省

（提供）水資源機構

渇水時における水不足を補うために、海水淡水化装

置を搬送可能な構造にしたもの

危機管理のマネジメント危機管理のマネジメント（危機管理対策の事例（３））（危機管理対策の事例（３））
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下水処理場の高度処理水を全長７９０ｍのせせらぎに

送水することにより、良好な都市環境を形成

災害時には防火用水に転用

（神戸市兵庫区松本地区）

下水処理水

危機管理のマネジメント危機管理のマネジメント（危機管理対策の事例（４））（危機管理対策の事例（４））

平成１９年度は夏頃まで全国的な渇水が発生

下水処理場の給水栓で下水処理水を一般の方々へ

提供

（今治市・井口浄化センター）

災害時 渇水時
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質を重視するマネジメント質を重視するマネジメント（（水質に関する関係省庁の施策水質に関する関係省庁の施策））

安全・安心が持続可能な河川管理

清流ルネッサンスⅡ（国土交通省河川局、下水道部）

流水保全水路

危機管理の観点から水質事故等対策を充実

支川の流水を浄化施設にて浄化後、下流までバイパス

国土交通省河川局

農林水産省

環境省

厚生労働省

国土交通省下水道部

河川・下水道事業、自治体や地域住民等の取組を展開

※施策等には、現在実施中のもののほか、各種委員会等で検討中のものも含む

河川水質の新しい指標

豊かな生態系の確保等の視点から、新しい指標を検討

水質環境基準の設定
水質保全行政の目標としての基準を設定

排水規制
工場、事業場からの排出水に対して排水基準を設定

総量規制制度
広域的な閉鎖性海域に流入する汚濁負荷量の総量を
削減

湖沼の環境保全対策
指定湖沼において各々の湖沼水質保全計画に基づき
取組を実施

その他生活排水対策、水道水源保全等
水環境の健全性指標

水環境を「自然環境」と「人間活動」の2点で評価

環境用水の通水
農業用水路に水環境改善のため通水（例：仙台市）

生物多様性保全施策の取組
農業用水路等に通水をすることにより、「水の回廊」を整備

高度処理の推進

閉鎖性水域の富栄養化防止のため、窒素・リンに係る
高度処理を推進

下水道の普及促進

未普及地域における下水道整備を推進

合流式下水道の改善

雨天時における未処理放流水による水質汚染リスクを
低減するため、合流式下水道の改善を推進

地震時等における水質障害リスク対策

地震発生時における施設の機能維持及び水質汚染リス
クを低減するため、施設の耐震化及び関係機関の連携
体制等を強化

水道水質基準の設定

水道ビジョン
安心、快適な給水確保に係る施策を設定

統合的アプローチによる水道水質の向上
水道水質管理の徹底、関係者間の連携、情報公開等を
統合的に実施
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【水質問題と物質】

水
質
事
故
原
因
物
質

（
急
性
毒
性
物
質
）

金属
カドミウム、水銀、

六価クロム、鉛、ひ素 等

毒物
フェノール類、

シアン、臭素酸 等

農薬
チラウム、シマジン 等

病原微生物
大腸菌（一部）
耐塩素性病原生物
（クリプト、ジアルジア）

消毒副生成物
トリハロメタン、ハロ酢酸

界面活性剤
陰イオン界面活性剤
非イオン界面活性剤

異臭味
ジェオスミン、２MIB

不
快
感
原
因
物
質

（
異
臭
味
、

発
泡
原
因
物
質
）

【原因】

危機管理対策
水質事故対策

取排水系統の再編

高度浄水処理
有機汚濁の防止、
窒素・燐対策

・下水道整備
（高度処理含む）

・面源対策
・河川・湖沼浄化 等

【対策】

（消化器系
感染症
原因物質）

Unknown物質
（健康への影響が未知の物質）

（発ガン性
・遺伝毒性
物質）

質を重視するマネジメント質を重視するマネジメント（（水質リスクへの対応の方向性水質リスクへの対応の方向性））

工場、事業場からの
排出による水質事故

不法投棄、水質事故

人間、哺乳動物の
糞便の排出

前駆物質となる有機
物の増大

未処理生活排水等の
排出

湖沼等の富栄養化
（栄養塩の増大）

原因物質の取水
を低減しリスクを
回避

高度浄水処理
排水適正処理

原因物質を低減し
リスクを回避

連

携
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・水道原水水質の改善

・水質事故による有害物質の流出防止

・江戸川、坂川の水質改善

・せせらぎ水路による、新たな自然環境を保全・創出（環境教育の場として活用）

効 果

質を重視するマネジメント質を重視するマネジメント（一事例；取排水系統の再編）（一事例；取排水系統の再編）

江戸川本川に流入する
坂川の汚濁水を、古ヶ崎
地先に全て集めて浄化

江戸川高水敷の流水保
全水路を通して古ヶ崎・
金町・栗山浄水場の下流
まで流水をバイパス

 従来はここで

江戸川に合流

坂川

坂川

金町浄水場

栗山浄水場

0
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Ｈ５

８月 12月 ４月
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８月 12月 ４月
Ｈ７
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８月 12月 ４月
H９

８月 12月 ４月
H10

８月 12月 ４月
H11

８月 12月 ４月
H12

８月 12月 ４月
H13

８月 12月 ４月
H14

８月 12月 ４月
H15

８月 12月

２
－
Ｍ
Ｉ
Ｂ
 
(n
g/
l
)

月最高

月平均

流水保全水路の運用　H10.7～

（清流ルネッサンスⅡ目標値）
水道水においてカビ臭を
感じやすくなる値 1)

金町浄水場原水における2-MIBの経年変化

流水保全水路の運用

カビ臭を感じ
やすくなる値

（江戸川流水保全水路）（江戸川流水保全水路）
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質量
農業者
漁業者

学識経験者
研究者

流域住民
市民団体

市町村

水 道

河 川

量のみを確保し、
各基準で排水 一体化

農林水産

環 境

工 業

下水道

国、県

企業

①モニタリング、D.B.の共有、分析
水質汚濁物質の発生要因、流出経路、水質への影響度等

②流域の水質の総合的な基準・目標の策定
「人の生命・健康、水のおいしさ、人と水の関わり、生物の

生存」等の観点から総合的に見た水質目標

③水質保全・改善対策の実施
各主体の役割分担、取組内容、進度調整等

※円滑に実施するための連携・調整の場の設置
・地域・流域毎の水質に係る協議会（各主体の取組等について連携・調整）

・関係省庁間の水質WG（水質保全についての共通認識形成、連携・協力のあり方について検討・整理）

水質の課題解決に向け、 ●地域・流域単位での計画策定 ●関係者による連携した取組

水質の総合的なマネジメントの実施 （地域・流域毎の協議会のイメージ）

質を重視するマネジメント質を重視するマネジメント（連携した取組）（連携した取組）

量と質を一体
的に扱う
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水資源の有効利用のマネジメント水資源の有効利用のマネジメント（（地下水の管理地下水の管理））

構成機関 (事務局：中部地方整備局,中部地方測量部)
（ 国 ）・・・東海農政局・中部経済産業局・中部地方整備局・国土地理院中部地方測量部

（自治体）・・・愛知県・岐阜県・三重県・名古屋市
（顧問） ・・・学識経験者 等

内 容
地盤沈下に関する状況を取りまとめ、毎年公表
・地盤沈下の状況（水準測量、地盤沈下観測所、累積沈下量等）
・地下水位の状況
・観測、監視体制の取りまとめ
・地盤沈下対策の内容（地下水揚水規制、地盤沈下対策関連事業、広報活動 等）
・地盤環境保全に向けての調査研究

東海三県地盤沈下調査会

濃尾平野におけるデータ共有の事例

地表水と地下水の
一体管理

地下水資源マネジメント

フルプランに代わる総合的水資源マネジメントの計画に
地下水と地表水の配分計画を盛り込むことについて検討

地下水関連データの共有
（地下水盆毎）

地下水位

地下水質

地盤収縮量

地下水揚水量

○「適正揚水量」設定
○被害（地盤沈下、水質異常等）発生時の対応
・揚水者に対する指導
・保全対策の実施
○観測体制の整備
・観測施設の適正配置計画
・構造の規格化

地下水管理（保全・利用）計画

地下水揚水に係る指導・許可
（位置、構造諸元、揚水量）

総合マネジメント

地表水との配分計画
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・既存インフラの運用見直し

・既存インフラの再開発

・維持管理による永続的利用
アセットマネジメント

・必要な新インフラ整備

気候変動への適応策の方向気候変動への適応策の方向

将来の気候変動に向かって

順応的なアプローチ

予測値

実現象

適応策策定

時間

データ

時間

データ

データ

時間

2000年
Ｘ年

Ｙ年

Ｚ年

予測精度の向上

適応策見直し

予測精度の向上

モニタリング

モニタリング

適応策見直し

調査・研究の進展

調査・研究の進展

（出典）国土交通省（治水対策小委員会資料）
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利用容量の増大や効率的な運用により合理的な水供給

・複数のダムを連結するダム統合運用
・治水・利水容量をダム間で振り替えるダム再編
・地域間の水融通等を推進

木曽川水系４ダム統合運用のイメージ
（注） 国土交通省中部地方整備局河川部資料

気候変動への適応気候変動への適応（既存インフラの運用見直し）（既存インフラの運用見直し）
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≪ダム容量変更（発電 ⇒ 洪水調節） ≫ ≪堆砂している容量を活用して
洪水調節容量を確保 ≫

現 状

堆砂の
進行

堆砂の
進行

土砂

再編後

堆砂掘削

洪水調節容
量の確保

洪水調節容
量の確保

土砂

バイパス

死水容量

発電容量

洪水調節容量

堆砂容量

現 状

洪水時最高水
位

洪水調節容量

洪水調節容量

再編後

発電容量

堆砂容量

洪水時最高水
位

新設放
流施設

気候変動への適応気候変動への適応（（既存インフラの再開発））

ダムの嵩上げ32m→44m
（広島県・三高ダム）

≪ダムを嵩上げ農業用容量を確保 ≫
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総合的水資源マネジメントのための計画の構成（イメージ）総合的水資源マネジメントのための計画の構成（イメージ）

注）関係部局とは未調整

１．当該地域における水資源の現状と課題

（１）当該地域における水利用と水資源開発の経緯等
（２）当該地域における水の需給の現状
（３）当該地域における水資源の課題

２．当該地域における水資源総合管理の目標

（具体的記述内容のイメージ）
・安定的な水の利用の確保（需要と供給、利水安全度等）
・水資源開発施設の適切な維持管理と更新
・渇水時、災害・事故時における水の利用の確保
・水資源の水質の向上
・地下水の適切な保全と利用の確保

３．目標達成のため実施する施策に関する基本的事項

（１）水資源供給施設の整備及び管理に関する基本的事項
（具体的記述内容のイメージ）
・既存施設の改築等
・ダム群連携・再編
・水系内ダムの大規模維持管理の系統的な実施
等

（２）水資源供給の管理に関する基本的事項
（具体的記述内容のイメージ）
・ダム群の統合運用等

（３）水需要の管理に関する基本的事項
（具体的記述内容のイメージ）
・水利権の転用の推進
・水利権の流動化の推進
・節水の推進 等

（４）渇水時、災害・事故時における水利用の確保に関する基本的事項
（具体的記述内容のイメージ）
・渇水調整の基本方針
・渇水時に利水安全度が十分ではない利水者への対応
・異常渇水時、事故時における緊急的な水供給 等

（５）水資源の水質向上に関する基本的事項
（具体的記述内容のイメージ）
・排水の適正処理の推進
・浄水処理の高度化の推進
・取排水系統の再編 等

（６）地下水の適切な保全及び利用に関する基本的事項
（具体的記述内容のイメージ）
・地下水の涵養
・地下水の適正採取 等

（７）水循環系の健全化に関する基本的事項

・流域の貯留浸透、涵養能力の保全・回復増進等

『「気候変動等によるリスクを踏まえた総合的水資源マネジメント」についての中間整理（案）』（H19年12月）
で示されたイメージ （「気候変動等によるリスクを踏まえた総合的な水資源管理のあり方について」研究会）


